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に所在する B 大学の教員７名、A 市に所在す



































1 E 女性 B大学教員（医師）
2 F 女性 B大学教員（看護師）
3 G 女性 B大学教員（看護師）
4 H 女性 B大学教員（看護師）
5 I 女性 B大学教員（看護師）
6 J 女性 B大学教員（看護師）
7 L 女性 B大学教員（看護師）
8 M 女性 障害者支援団体C副代表
9 N 男性 有料老人ホームD代表
10 O 女性 有料老人ホームD介護職員（看護師）
11 P 男性 有料老人ホームD介護職員（看護師）
12 Q 女性 有料老人ホームD介護職員（看護師）



























































































































































































































































































































































































化率 7% になり、その 24 年後の 1994 年に高齢
化率 14% となったが、ベトナムは約 18 年後の










































6） 比留間洋一，天野ゆかり．日越 EPA による
看護師・介護福祉士受入れに向けた現状：
ベトナム語資料の紹介と解説を中心に．国






8） United Nations, Population Division, 
Department of Economic and Social Affairs 
“World Population Prospects: The 2015 
Revision”
　 （https://esa.un.org/unpd/wpp/Graphs/
Probabilistic/POP/65plus/） 2017.12.12
る。前述の通り、今回抽出された課題を整理し、
今後の本学の、とりわけ社会福祉学部の国際交
流を推進していきたい。A 市に関しては、福
祉実践現場との交流を優先し、大学間交流につ
いては、他の都市のソーシャルワーク系の学部
との交流を模索していきたい。
謝辞：調査協力者との様々な調整に加え、滞在
中も大変お世話になった、A 市在住の日本人
研究協力者をはじめ、調査にご協力いただいた
全ての皆様に感謝申し上げます。
本研究は 2017 年度聖隷クリストファー大学
共同研究（一般研究 -7）による成果の一部です。
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